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概　要

本研究では，これまでのわが国における知的障害児を対象とした学校教育場面での自己選
択・自己決定の実践を整理していく中で実践方法や児童生徒にもたらす効果・課題を明らかに
し，今後の学校教育における自己選択・自己決定の取り組みについて検討することを目的とし
た。その結果，教師は自己選択・自己決定の機会の設定を教育計画に位置付けるとともに，そ
の活動を保障していく必要があることがわかった。また，自己選択・自己決定を行うことで，
知的障害児に効果をもたらす一方，教師の主観で評価されており，根拠のある効果や課題につ
いて今後，心理的側面・行動側面から明らかにしていく必要がある。さらに，自己選択・自己
決定を学校教育全体で，取り組んでいく中で例えば自己選択・自己決定の方法論に基づく交流
及び共同学習の実施の可能性が示唆された。

Ⅰ．問題と目的

知的障害児（者）にとって自己選択・自己決定
は自主性・主体性を育む上で重要である。特別支
援学校学習指導要領解説総則編（幼稚部・小学
部・中学部）（文部科学省，2018a）においても自
立と社会参加を見据えて，自主性・主体性を育む
ことを重視しており，そのために自己選択・自己
決定は教育の最大目標になる（Halloran，1993）。

知的障害児（者）の自己選択・自己決定の必要性・
効果について，望月（1996）は，「自己決定」と
いうのは，まさに本人に聞いてみないとわからな
い内容を自らで選択してもらうという意味もある
と述べている。このことから，知的障害児（者）
の意思を確かめる一つの方法であるといえる。ま
た，Wehmeyer，Agran，&�Hughes（1998）は，
障害者のポジティブな生活の質にとって自己選択
は重要であり，その構成要素に重点が置かれてい
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ることを明らかにした。柳田（2000）は，都内の
知的障害者更生施設に通所する成人2名を対象
に，①家庭における1週間24時間の選択状況調査，
②施設内における観察による選択状況の把握を目
的に，対象者の日常生活の選択に焦点を当てた全
行動記録を分析した結果，自己選択を支援するこ
とが「生活の質（QOL）」を高めることに寄与し
たことを明らかにした。徳永（2005）は，子ども
の様々な能力の獲得においては，自己決定のプロ
セスが重要な意味を持つと述べている。さらに，
畑原・成田・島田・水内（2016）は，T県内の発
達障害児・者の親の会に所属するASD（自閉ス
ペクトラム症：軽度知的障害・中度知的障害含
む）の成人4名を対象に，自己選択・自己決定を
尊重したASDのある人に対する余暇支援に求め
られる支援方法や，支援者に求められる支援に対
する構え，そして余暇支援のあり方について検討
した。その結果，メンバーが自分たちの意思で決
め，尊重することを重視することで，メンバーた
ちのやる気に繋がり，自分の強みに気づく足がか
りになることを明らかにした。これらのことから，
知的障害児（者）が自己選択・自己決定を行うこ
とは，知的障害児（者）の将来に向けた自律的機
能の獲得や生活の質を高めることが期待されるこ
とからも，自己選択・自己決定は必要であるとい
える。

自己選択・自己決定はこれまで様々な定義がな
されている。Deci�&�Ryan（1985）は，「選択し，
それらの選択が自分の行動の決定要因となる能
力」とした。Ward（1988）は，「自分自身で目標
を設定し，その目標を達成するためにイニシアチ
ブをとること」とし，Martin�&�Marshall（1995）
は，「選択し，決定するために獲得すべき方法を
知ること」とした。Wehmeyer（1998）は，「自
分の人生と自分の運命をコントロールすること」
としている。また，長瀬・川島（2014）は障害者
の自己決定として，「障害者が自らに関する意思
決定を行う権利」であるとし，今枝・菅野（2019）
は「自ら複数の選択肢から選択肢を選択すること」
とした。これらのことから，自己選択・自己決定

とは，自らに関する行動を自ら選択・決定する能
力であることといえる。

知的障害は，知的機能と適応行動の双方の制
約・欠陥によって特徴づけられる能力障害である
（AAIDD，2010；DSM-5，2014；ICD-11，
20191））。また，AAIDD（2010）は，知的障害が
ある人の生活機能は長期にわたる適切な個別支援
によって全般的に改善されると記している。
DSM-5（2014）は知的障害児（者）の実用的領
域において支援を要する場面が多いこと，さらに，
中等度知的障害児（者）は，「社会的な判断能力
および意思決定能力は限られており，人生の決断
をするのを支援者が手伝わなければならない」と
記している。これらのことから，知的障害児（者）
の特性・特徴として，知的機能や適応行動の欠陥
から支援を要する場面が多いことがわかる。また，
知的障害のある児童生徒の学習上の特性として，
特別支援学校学習指導要領解説総則編（文部科学
省,2009）は，学習によって得た知識や技能が断
片的になりやすく，実際の生活の場で応用されに
くいことや，成功経験が少ないことなどにより，
主体的に活動に取り組む意欲が十分に育っていな
いと記している。また，知的障害児は，自発的
な活動や動機づけがされにくく受身的であり，
自己効力感・有能感が失われやすいと述べられ
ている（山本，2003；大澤，2004；高橋，2006；
Wehmeyer� ＆�Metzer，1995；葉石・池田・大
庭，2019）。よって，学習上における知的障害の
特性から知的障害児（者）にとって，自主的・主
体的に活動に取り組むには，自己選択・自己決定
の機会は必要であることがわかる。また，自己選
択・自己決定を行うためには，スキルを獲得する
ための学習機会の確保が必要である。

学校教育における自己選択・自己決定につい
て，国立特殊教育総合研究所（2004）は，ノーマ
ライゼーションでは，本人の主体的な選択や願望
が可能な限り最大限に尊重されるとし，教育や福
祉はその支援を行うべきであると報告している。
また，生徒指導提要（文部科学省，2010）は，自
己選択や自己決定の場や機会を与え，その過程に
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おいて教職員が適切に指導や援助を行うよう記し
ている。CAST（2011）は，学習者（障害のある
人）に選択の機会を与えることは，自己決定や達
成したいという満足感を育み，より学習に自ら関
与したと思わせることができる方法であると述べ
ている。文部科学省（2019a）は，本人が能動的
に「自己選択」「自己決定」ができるよう学校在
学中から，自ら能動的に関わるスキルの習得に向
けて丁寧に指導していく必要があると述べてい
る。特別支援学校高等部学習指導要領（文部科学
省，2019b）は，第3款個別の指導計画の作成と
内容の取扱い1⑶「オ．個々の生徒に対し，自己
選択・自己決定する機会を設けることによって，
思考・判断・表現する力を高めることができるよ
うな指導内容を取り上げること」と記している。
これらのことから，学校教育において自己選択・
自己決定の指導・支援を行うこと，自己選択・自
己決定の機会の確保・設定が必要である。

以上のことから，知的障害児（者）における自
己選択・自己決定の必要性と知的障害の特性・特
徴から，知的障害児（者）にとって，自らに関す
る行動を自ら選択・決定する自己選択・自己決定
を行う際の，指導・支援の必要性が求められてい
る。さらに特別支援教育の目標である「自立と社
会参加」において，自己選択・自己決定のスキル
を確立することは，彼らがより自主的・主体的な
生活を目指す上で重要ではないかと考える。

しかし，知的障害児（者）の自己選択・自己決
定における指導・支援を行うことや自己選択・自
己決定の機会の必要性は述べられてはいるもの
の，実際の学校教育で行われている方法論や知的
障害の児童生徒にもたらす効果や課題については
明らかにされていない。そこで知的障害の児童生
徒の自己選択・自己決定における効果や課題を明
らかにする上で，これまでの学校教育における実
践を整理することは有益であると考えた。

本研究の目的は，これまでのわが国における知
的障害児を対象とした学校教育での自己選択・自
己決定の実践を整理していく中で，その実践方法
や，児童生徒にもたらす効果・課題を整理し，今

後の学校教育における自己選択・自己決定の取り
組みについて検討することである。

Ⅱ．方　法

国立情報学研究所が運営しているCiNiiを用い
て，「自己決定」「自己選択」「知的障害」「特別支
援学級」「特別支援学校」「実践」をキーワードに
し，組み合わせて検索した結果から，学校教育に
おける知的障害児を対象とした自己選択・自己決
定の方法を用いた実践論文を対象とした。その結
果，16本を分析対象とした。

Ⅲ．学校教育における自己選択・自己決定

1．自己選択・自己決定の位置づけ

学校教育場面における知的障害児を対象とした
自己選択・自己決定の方法を用いた実践は，特別
支援学校における「キャリア教育」「職業」「進路
指導」「作業学習」の学習場面で取り入られてい
るもの（船橋，1993；高垣・池本，2001；吉田・
松田・泉・松尾・礒田・中嶋・山本・山中・青
木・山本・空井・福隅・厚東，2005；松田・二階
堂・福森，2007；小倉・塚本・鈴木・大石・渡
辺，2009；清水・古城・加藤・梅崎・土屋・横
田・厚谷・越橋・松倉・三笠・北村，2016；上
川・小山・名古屋・高橋・安久・小山・岩崎・中
村・清水・東・佐々木，2019；佐和田・城間，
2019）が多かった。キャリア教育及び職業教育に
ついて，特別支援学校小・中学部学習指導要領（文
部科学省，2017）は，職業分野A職業生活，ア働
くことの意義において「意欲や見通しをもって取
り組み，自分の役割について気付くこと（自分と
他者との関係や役割について考えること）」と明
記している。さらに，特別支援学校高等部学習指
導要領（文部科学省，2019b）は，職業A職業生活，
ア勤労の意義において「意欲や見通しをもって取
り組み，その成果や自分と他者の役割及び他者と
の協力について考え，表現すること」としている。
また，作業学習について，特別支援学校学習指導
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要領解説各教科等編（小・中学部）（文部科学省，
2018b），特別支援学校学習指導要領解説知的障
害者教科等編（上）（高等部）（文部科学省，
2019c）は，「作業活動を学習活動の中心にしなが
ら，児童生徒の働く意欲を培い，将来の職業生活
や社会自立に必要な事柄を総合的に学習するもの
である」としている。

実際に，小倉ら（2009）は，特別支援学校（知
的障害）高等部において，「進路にかかわる学習」
の実践に取り組み，目標設定や評価における回答
方法について自己選択・自己決定を設定した実践
を報告している。また，松井（2010）は，特別支
援学校高等部（知的障害教育部門）の生徒を対象
に，職場見学を題材とした授業の中で，見学に向
けての取材班選びで自己決定を体験する授業の実
践を行った。さらに，清水ら（2016）は，特別支
援学校高等部の生徒を対象に作業学習において担
当工程を選択・交渉したり，仲間を手伝ったり，
応援を求める場面で自己選択・自己決定を設定し
授業実践を報告している。上川ら（2019）は，特
別支援学校の高等部を対象とした「作業学習」に
おける自己選択として，「部材の表裏を入れ替え
てやすり掛けすること」を設定し実践を行った。
これらのことから，学校教育の学習場面で行われ
ている自己選択・自己決定は特別支援学校高等部
における進路・作業学習で行われているものが多
く見受けられ，学習内容の過程の中で選択・決定
する機会を設定している実践がほとんどであった。

さらに，学習活動に自己選択・自己決定を取り
入れることで，働く意欲や主体的に取り組む姿を
育てることを目指しており，自分の役割に気づく
ことで，将来の職業生活や社会自立に必要な事柄
を総合的に学べる機会として位置付けていること
がわかる。

その一方で，手島（2003）は，自己決定を視野
に入れた教育実践の課題として，自己決定を「手
段」として用いる実践になりかねないとし，作業
学習の作業の効率の向上を意図し，手段として用
いられる自己決定や作業の工程に則ったルーチン
化され，形骸化された自己決定になってしまって

いるとし，自己選択・自己決定の機会を設けても，
児童生徒の日常生活に般化されにくいことを指摘
している。般化されにくい要因として，藤原・大
野・加藤・園山・武藤（1982）は，①訓練で獲得
した言語行動は，日常生活の他の場面で生起しに
くい，②訓練した行動レパートリーが拡大・発展
しにくい，日常生活の中で機能しにくい，③訓練
された行動は，指示すれば自発されるが，指示し
なければ自発されにくい点を明らかにしている。
また，久蔵・青山（2013a）は，生活の中で活用
できる選択を成立させていくためには，単純な好
みの選択から，あまり好みのものがない状態での
選択，嫌いなものの中からの選択等，さまざまな
選択場面を系統的に提示し，多様な選択を育てて
いくという視点が必要であるとし，選択の失敗も
含め，さまざまな選択の経験を通して，実用的な
選択能力の形成を目指していく事が必要であると
述べている。

これらのことから，学習過程における手段とし
ての自己選択・自己決定は，「授業で必要な自己
選択・自己決定」になり，ルーチン化してしまい，
児童生徒の実際の日常生活場面において般化され
にくいこと，指示がなければ自発されにくいこと，
実用的な自己選択・自己決定のスキルの形成が難
しいことがわかる。よって，知的障害児が学校教
育において様々な場面で自己選択・自己決定する
機会は，その児童生徒の実際の日常生活に般化さ
れていかなければならない。

2．自己選択・自己決定の方法

知的障害児を対象とした教育における自己選
択・自己決定の実施方法として，絵カードや具体
物，これまで経験したことのあるものを選択肢と
して提示し，子ども達に選択・決定させる実践が
多く見受けられた。山田（1995）は，養護学校小
学部1年生男児を対象に，遊具展示棚の10種類の
遊具が教師によって提示され，そこから対象児童
が遊具を1つ選択して取り出し，その遊具で遊べ
るようにした。その結果，「選択」は言葉のない
児童にも可能な行為であるとし，既存の選択肢以
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外の選択を自発的に他から持ち込み，それを用い
た新たな「要求」行為が認められるという展開が
見られた。また，松田ら（2007）は，知的障害養
護学校中学部の重度知的障害の生徒14名を対象
に，作業学習において作業内容を分類し（栽培グ
ループと運搬グループの2種類），自分が取り組
みたい内容を選択できるように選択肢として提示
した。その際，その作業に必要な具体物を用いて
活動内容に見通しが持てるように留意した。その
結果，選択時の提示の工夫により，選択した活動
内容が具体的にイメージできたことを明らかにし
た。また，重度知的障害の生徒の場合，選択の過
程で5感に直接迫るような根源的要素が明確な選
択肢に好印象をもつものと推測できると述べてい
る。また，松井（2010）は，特別支援学校分教室
1年生を対象に，自己決定の体験をする授業を
行った。菓子選び①では，選択肢が菓子であるこ
とのみ情報として伝え，三つの袋の中から一つ選
ぶこととした。これに対し菓子選び②では，それ
ぞれの中身についての情報を提供した。その結果，
具体的に中身を伝えることでその情報をもとに自
分の希望するものを選択することができたことを
明らかにしている。絵カードの提示以外の方法と
して，手島・高橋・藤井（2004）は，自己決定支
援ガイドモデルの項目を使って，養護学校高等部
の生徒を対象に運動会係遂行過程における自己決
定を分析した。生徒は去年の運動会の経験からど
のような係を担当するか決め，希望が重なったも
のについては話し合いのうえで決定する実施方法
をとっていた。

これらのことから，絵カードや具体物を使って，
選択肢を提示し，自己選択・自己決定することは，
表出言語のない児童生徒や重度知的障害児にとっ
ても可能な行為であることがわかる。また，選択
時に何も情報提示が行われなかったり，これまで
に経験したことがない場合と，事前に情報が与え
られた場合の自己選択・自己決定の結果を比較す
ると，選択時に具体的な情報があることで，児童
生徒は活動内容がイメージしやすくなり，主体的
に活動に取り組みやすくなるといえる。山根・徳

永・和田・岡村・古賀・松山・内山・花田（1996）
は，選択肢を提示する際に簡単で少ない選択肢か
ら，新しい選択肢を増やしていく段階が必要であ
ると述べている。また，鶴見・高緑・水内（2014）
は，実際に体験して始めて本当の意味での選択肢
を持ち得ることができると述べている。松田ら
（2007）は，反復的取組を経ることにより，選択
肢が均衡性のあるものとして整うようになると
し，過去の体験・記憶や模倣の果たす役割は大き
いと述べていることから，経験のない選択肢で
あっても，一度経験させてから選択肢として取り
入れることが望ましいといえる。さらに，久蔵・
青山（2013b）は，知的障害のある人の自己決定
を保障するためには，本人が理解できるような形
態での情報提供や意見の表明スキル，受け手の表
明された決定を尊重していく姿が大変大切である
と述べている。

以上のことから，選択肢を提示する際，選択肢
を提示する量や提示の仕方，児童生徒の実態に
合った興味や関心に基づく選択肢にするために提
供する選択肢を選択者と一緒に考えていく（大
橋・富田，2020）など，選択肢の設定や提示方法
に工夫が必要であることがわかった。また，教師
は子ども達一人一人の意思表明の仕方・受け手の
捉え方を事前に確認しておく必要があり，児童生
徒の表出とその受け取りを明確にしておくといっ
た個別的な自己選択・自己決定の実施方法，指
導・支援が必要であるといえる。

3�．自己選択・自己決定が児童生徒にもたらす効果

学校教育において自己選択・自己決定の方法を
取り入れた学習を展開することで，知的障害児に
もたらす効果として，高垣・池本（2001）は，養
護学校中学部の作業学習において，生徒たちが自
らが自分で仕事を選んだり，方法を考えたり，取
り組む順番を考えたりすることなどの主体的な取
り組みを大切にした作業学習を実施した。その結
果，生徒がまさによりよい選択・決定をしたとき
は，よりよい自分の発見でもあり，自信をつけて，
次の行動へと展開していったことを明らかにし
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た。また，平塚・高野・小金井（2004）は，3つ
の養護学校高等部における「くらし」を「個別の
教育的ニーズにこたえる教育課程」として考案し
た。その結果，「生活知識」において各自あるいは，
保護者のニーズに応じて学習内容表より学習内容
を選択して学習を進めることで，自分に合った生
活を選択する経験は，『主体的に日常生活をおく
る』という点において，その具体的な方法を学ぶ
ことができると述べている。さらに，冨永・岸田
（2004）は，A養護学校高等部における“生活を
豊かにする学習（美術）”の描画による授業にお
いて，絵の具の選択を行った。その際，生徒の選
択が待ちきれず，教師が絵の具の色を決定した後，
受身的な態度になってしまった生徒がおり，自信
のない消極的な表現態度を表した。生徒の様子や
表現の成果から，「主体性」「自己選択・自己決定」
の重視が造形活動全体を活性化し，生徒の自信や
能力を引き出しつつ，個性的な表現を生み出すこ
とを明らかにした。松田ら（2007）は，知的障害
養護学校中学部における作業学習（農耕班）で自
分が取り組みたい内容を選択できるように選択肢
として提示した。その結果，生徒が活動内容を明
確な意思で選択でき，その後の活動に向けて目的
意識がはっきりし，主体的に活動できるように
なったことを明らかにしている。佐和田・城間
（2019）は，特別支援学校高等部における高等部
一般学級の在籍者を対象に，生徒の主体性を形成
するために「早起き会」の活動を通じて，生徒の
主体性を育てる取り組みを行った。その結果，生
徒本人が判断した行動を全体の場で評価したこと
によって，充実感が生まれ，活動意欲や学習活動
時における態度，卒業後の進路についての取り組
みに顕著な変化が表されたことを明らかにした。

これらのことから，知的障害児が自己選択・自
己決定を行うことで，自分から要求することが増
え，自信をもって活動に取り組むことで充実感が
増し，活動へ自主的・主体的に取り組むことがで
きるようになることがわかった。しかしその一方
で，知的障害のある人は不本意に同意してしまっ
たり，権威者に同意する傾向が強い（Finlay�＆�

Lyons，2002）ことが指摘されている。そのため
早期からの拒否や選択を通して自己決定していく
経験が，自己決定能力の発達につながることが示
唆されている（久蔵・青山，2013a）ことからも，
選択肢を拒否することも自己選択・自己決定にお
いて必要なスキルであるといえる。

Ⅳ�．学習教育における自己選択・自己決定の
課題

裴・園山（2009）は，学校生活のすべての場面
で選択行動の指導に取り込む必要があり，選択行
動へのアセスメントに基づき，個に合わせて様々
な選択場面の設定をする必要があると述べてい
る。柘植（2001）は，特に軽度知的障害のある生
徒にとって最も重要な教育目標は，自己理解・自
己選択・自己決定・自己管理・自己評価などをい
かに具体的に実現するかということであるとし
た。また，これらを遂行する技能の習得のみなら
ず，その日常的な習慣化を学校教育全体の中で取
り組んでいく事が重要であるとし，作業を選択で
きる時間を設定し，個に応じた作業の選択時間を，
自己理解と自己決定の力をつけるための必要な時
間であると述べている。さらに，渡辺・笠原（2012）
は，保護者が自己決定を重視したり，有効な経験
ができたりするようなアプローチを考えるなど，
自己決定の機会拡大のための支援のあり方とし
て，学校がその中心を担うこと，そして保護者を
支援する姿勢を維持しつつ，子どもと向き合うこ
とが大切であると述べている。これらのことから，
学校教育では，個に応じた様々な選択場面を設定
し，自己選択・自己決定の日常化・習慣化を目指
す指導を行うべきであることがわかった。さらに，
個々へのプログラムを設定することで目標をより
具体的に設定することができるのではないかと考
える。また，知的障害児の自己選択・自己決定の
日常化・習慣化を目指す上で，家庭との連携が必
要不可欠になる。Jenkinson（1999）は，家族や
教育の経験は，意思決定に影響を与える非認知的
要因の発達を促進する可能性があると述べてい
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る。よって，学校教育がその中心を担うことで，
保護者との連携を図り，知的障害児の自己選択・
自己決定の機会拡大のための支援を行う必要があ
るといえる。

さらに，自己選択・自己決定ができない場合，
どのような組織が，どのような手続きで結論を出
すのか，可能な限りその手続きを明定しておくこ
とが必要である（岡田，1997）と指摘されている
が，その一方で，教師は知的障害の生徒において，
自己決定が重要であると認識していながらも，個
別の教育支援計画（IEP）に取り入れていない
（Wehmeyer，Agran,� ＆�Hughes，2000） こ と
も指摘されている。

これらのことから，学校教育は早期からの教育
活動において，将来の自立と社会参加を見据えて，
知的障害児の自己選択・自己決定の機会を積極的
に設け，彼ら自身に身につけさせたい自己選択・
自己決定スキルや支援方法を個別の教育支援計画
（IEP）に盛り込む必要があると考える。

松井（2010）は，担当教員との授業についての
振り返りで「普段意識していなくても，日常生活
の様々な場面で自己決定しているということを認
識させる必要性を感じた」「自己決定力の育成を
目標にしている代わりに，選択・決定をする機会
が少なかった」ことを挙げ，自己決定力を育むた
めには，授業において生徒が関心を持つことがで
きる題材や選択肢を考えること，主体的な活動を
通じて，決定する事項への関心を高め，そのこと
が自己決定に繋がるような授業創りをすることの
二点が大切であると述べている。このことから，
教師は，自己決定の機会を設定するのみでなく，
本人が関心を持ち，自己決定していると認識させ
る必要があるといえる。選択決定のためには，選
択機会の設定や選択決定という行動を保障するだ
けでなく，選択決定に基づいた活動の遂行そのも
のを援助することが大切である（箱崎・山根・徳
永・和田・岡村・古賀・松山・有延，1996）こと
からも，知的障害児が選択・決定した活動を教師
は援助・保障することも必要であるといえる。

Ⅴ．考　察

本研究では，これまでのわが国における知的障
害児を対象とした学校教育での自己選択・自己決
定の実践を整理していく中で，その実践方法や，
児童生徒にもたらす効果・課題を整理し，今後の
学校教育における自己選択・自己決定の取り組み
について検討することを目的とした。

その結果，まず，知的障害児にもたらす効果と
して，自己選択・自己決定を行うことで児童生徒
の自主性・主体性が高まる効果があると述べられ
ている。その一方で，それらの評価は教師・支援
者の主観であり，自己選択・自己決定における評
価として心理的側面や行動側面からの根拠のある
効果・課題が明らかにされていない（松田ら，
2007）。よって今後，心理的側面・行動側面の評
価から自己選択・自己決定の効果を明らかにし，
知的障害児にもたらす効果を明確にしていく必要
がある。

また，教師は自己選択・自己決定の機会の設定
を教育計画に位置付けるとともに，その活動を保
障していく必要があることが明らかになった。さ
らに，学校教育における自己選択・自己決定の位
置づけとして，より自主的・主体的な将来の自立
と社会参加をねらいにして位置づけていることが
わかった。知的障害児が自己選択・自己決定を行
うことは可能である（長澤，2001）ことからも，
自己選択・自己決定のスキルを身につけるために
は，学校教育全体で，取り組んでいく必要がある。

本研究において，学習場面の中に自己選択・自
己決定の機会を設定し，取り組んでいる実践が見
受けられたが，近年，自己選択・自己決定の方法
論に基づく交流及び共同学習の実施に関する事例
の検討が行われている。

細谷（2020）は，小学校の自閉症・情緒障害特
別支援学級に在籍する児童を対象に，自ら決定し
た交流活動の内容や方法を採用した招待交流の方
法論の可能性について検討した。その結果，特別
支援学級に在籍する児童自らが決定する方法は，
活動における集団の規模を特別支援学級の児童の
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実態に合わせてコントロールすることができ，特
別支援学級側が交流の主導権を持つことができる
ことからも，集団生活につまづきが見られる児童
に対して実施することの可能性が示唆された。さ
らに，活動内容や方法を自ら決定したことにより，
自信を持って取り組んでいる様子が記録されてい
ると同時に，活動に対して意欲的に活動に取り組
む契機になったことを明らかにした。このことか
ら，学校教育における交流及び共同学習の場面に
おいても，自己選択・自己決定に基づいた交流活
動が可能であり，特別支援学級に在籍する児童が
意欲的に活動に取り組むことができるという効果
があるとわかる。しかし，細谷（2020）の事例検
討における対象児は，自閉症スペクトラム・場面
緘黙・軽度知的障害と診断された児童であり，今
後，重度の知的障害児を含めた様々な子どもの自
己選択・自己決定の方法について，検討が必要で
あるといえる。

以上のことから今後，知的障害児の自立と社会
参加に向けた取り組みを進めるために，様々な学
校教育場面において自己選択・自己決定の機会の
設定を行い，その効果を明らかにしていく必要が
ある。
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